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第第１１編編  普普通通会会計計  

１１  決決算算規規模模・・決決算算収収支支  

【決算規模】 

歳入 2 兆 3,679.4 億円（対前年度 ＋811.8 億円、＋3.5％） 

歳出 2 兆 2,457.0 億円（対前年度 ＋770.0 億円、＋3.6％） 

歳入、歳出ともに増加し､決算規模は過去最大となりました｡ 

     

【決算収支】 

実質収支 999.0 億円となり、昭和 52 年度以降 37 年連続して全市町村が黒字となりました。 

単年度収支 32.8 億円となり、5 年連続で黒字となりました。 

実質単年度収支 176.5 億円となり、6 年連続で黒字となりました。 
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平成２５年度 市町村別普通会計決算収支の状況 
（単位：億円） 

市 町 村 名 歳 入 総 額 歳 出 総 額 形 式 収 支 実 質 収 支 単 年 度 収 支 実質単年度収支 

1 さ いたま市 4,488.4 4,335.0 153.4 60.9 16.0 65.4 

2 川 越 市 1,076.1 1,026.2 49.9 48.5 10.7 25.9 

3 熊 谷 市 638.4 590.7 47.7 44.0 6.4 7.9 

4 川 口 市 2,192.4 2,034.8 157.6 151.1 ▲ 31.2 ▲ 5.9 

5 行 田 市 272.6 254.6 18.0 14.3 ▲ 0.9 0.2 

6 秩 父 市 293.2 275.5 17.7 15.0 4.0 3.7 

7 所 沢 市 915.1 873.1 42.0 37.2 12.1 12.1 

8 飯 能 市 284.3 266.5 17.8 16.3 2.6 6.9 

9 加 須 市 415.6 384.2 31.4 23.1 ▲ 0.4 4.9 

10 本 庄 市 298.9 274.0 24.8 23.8 3.9 9.2 

11 東 松 山 市 297.9 278.3 19.6 12.3 0.9 0.4 

12 春 日 部 市 681.0 653.3 27.8 25.1 ▲ 1.0 6.4 

13 狭 山 市 460.9 436.0 24.8 22.4 ▲ 2.5 ▲ 0.1 

14 羽 生 市 212.8 199.5 13.2 12.1 ▲ 0.5 ▲ 4.0 

15 鴻 巣 市 393.8 372.3 21.5 19.6 5.6 6.7 

16 深 谷 市 518.2 475.2 43.0 34.1 2.3 6.5 

17 上 尾 市 589.7 567.5 22.1 20.8 3.3 3.3 

18 草 加 市 712.5 663.9 48.6 43.8 8.0 13.4 

19 越 谷 市 943.3 899.6 43.7 43.0 ▲ 2.3 ▲ 3.1 

20 蕨 市 240.0 227.3 12.7 12.6 2.5 2.5 

21 戸 田 市 519.2 492.0 27.2 20.0 ▲ 6.4 ▲ 5.0 

22 入 間 市 407.7 391.7 16.0 13.6 3.1 12.3 

23 朝 霞 市 369.7 355.5 14.2 13.2 3.1 0.1 

24 志 木 市 232.7 218.4 14.3 12.3 ▲ 0.5 ▲ 6.0 

25 和 光 市 235.4 222.6 12.8 10.8 ▲ 1.4 ▲ 1.4 

26 新 座 市 543.2 520.1 23.1 15.9 1.6 ▲ 5.1 

27 桶 川 市 215.0 207.2 7.7 5.7 ▲ 1.1 ▲ 4.6 

28 久 喜 市 473.2 452.4 20.8 16.9 ▲ 1.2 2.2 

29 北 本 市 224.6 214.7 9.9 8.2 0.1 3.5 

30 八 潮 市 305.2 288.8 16.4 15.3 0.0 ▲ 0.7 

31 富 士 見 市 321.4 307.5 13.9 6.7 ▲ 6.8 ▲ 8.8 

32 三 郷 市 459.5 431.4 28.1 26.3 3.3 5.6 

33 蓮 田 市 183.9 170.2 13.8 7.1 1.3 2.7 

34 坂 戸 市 312.4 300.4 12.0 11.7 0.8 8.0 

35 幸 手 市 167.2 154.2 13.0 11.7 1.1 1.7 

36 鶴 ヶ 島 市 216.5 205.6 10.9 9.8 1.0 2.9 

37 日 高 市 185.4 174.2 11.2 8.7 0.5 1.6 

38 吉 川 市 192.2 185.9 6.3 6.2 ▲ 1.1 3.5 
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（単位：億円） 

市 町 村 名 歳 入 総 額 歳 出 総 額 形 式 収 支 実 質 収 支 単 年 度 収 支 実質単年度収支 

39 ふじみ野市 356.3 341.4 14.9 12.4 ▲ 2.2 10.1 

40 白 岡 市 129.9 124.3 5.6 5.4 ▲ 0.3 0.2 

市 計 21,975.3 20,845.9 1,129.4 918.0 34.3 185.0  

41 伊 奈 町 106.0 99.7 6.3 6.2 ▲ 1.0 0.0 

42 三 芳 町 124.9 119.1 5.9 5.6 ▲ 2.0 1.1 

43 毛 呂 山 町 108.5 104.9 3.6 2.6 ▲ 0.9 0.4 

44 越 生 町 42.0 39.6 2.4 2.0 ▲ 0.0 ▲ 0.3 

45 滑 川 町 59.7 55.3 4.5 3.9 0.4 ▲ 0.6 

46 嵐 山 町 62.8 59.5 3.3 3.2 1.0 1.8 

47 小 川 町 99.0 94.7 4.3 3.9 0.4 ▲ 2.1 

48 川 島 町 67.2 63.6 3.6 2.6 ▲ 0.3 1.5 

49 吉 見 町 67.1 62.5 4.6 4.1 0.4 2.6 

50 鳩 山 町 68.8 67.1 1.6 1.0 ▲ 0.1 ▲ 1.2 

51 ときがわ町 58.3 55.5 2.7 2.6 0.5 0.5 

52 横 瀬 町 34.4 32.0 2.4 1.9 ▲ 0.5 0.3 

53 皆 野 町 42.5 40.5 2.0 1.0 ▲ 0.2 ▲ 0.2 

54 長 瀞 町 33.1 31.2 1.9 1.8 0.3 ▲ 0.1 

55 小 鹿 野 町 67.8 62.7 5.1 4.7 ▲ 0.3 ▲ 0.1 

56 東 秩 父 村 25.7 23.7 2.0 1.5 0.1 1.0 

57 美 里 町 54.1 49.6 4.5 3.7 ▲ 0.1 ▲ 3.8 

58 神 川 町 63.2 58.3 4.9 4.2 0.2 ▲ 3.4 

59 上 里 町 107.5 101.4 6.1 5.7 ▲ 0.5 ▲ 2.7 

60 寄 居 町 108.3 102.7 5.6 5.3 0.7 0.1 

61 宮 代 町 93.9 89.3 4.6 4.1 1.5 1.5 

62 杉 戸 町 121.8 115.7 6.1 4.3 ▲ 1.0 ▲ 5.1 

63 松 伏 町 87.5 82.5 5.1 4.9 ▲ 0.3 0.2 

町 村 計 1,704.1 1,611.2 92.9 81.0 ▲ 1.5 ▲ 8.5 

県 計 23,679.4 22,457.1 1,222.3 999.0 32.8 176.5 

 

－用語解説－ 
普通会計 
 市町村などの地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分整理されていますが、各団体の特別会計の区分は画一で

はありません。そのため、団体間や時系列での比較ができるように、一般会計とその他一般行政部門の特別会計を合わせて、
普通会計として統計上整理しています。 
形式収支 

 歳入から歳出を差し引いた額をいいます。 
実質収支 
 その年度の決算で、収支が赤字か黒字かを見るための指標で、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源（事業の繰越によ

って翌年度に確保すべき財源など）を差し引いた額をいいます。 
単年度収支 
 実質収支はその年度以前の累積された収支が含まれているため、その部分を除いたその年度だけの収支の結果をいいます。 

実質単年度収支 
 単年度収支から実質的な黒字要素や赤字要素を除いたもので、これらの要素がなかったと仮定した場合、単年度収支がど
うなったのかを見るものです。実際の算定は、単年度収支に、財政調整基金に積み立てた額と地方債を繰上償還した額を黒

字要素として加え、財政調整基金を取り崩した額を赤字要素として差し引いた額となります。 
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２２  歳歳入入  

（１）歳入構造 

  平成 25 年度の歳入は、2 兆 3,679 億 4 千万円で、前年度に対して 811.8 億円（＋3.6％）の増

加となりました。 

  歳入に占める割合は、多い方から市町村税（45.3％）、国庫支出金（14.4％）、地方債（10.9％）、

地方交付税（6.9％）の順となっています。 
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（２）自主財源と依存財源 

  市町村の財源は、自主財源（市町村税など自主的に収入する財源）と依存財源（地方交付税な

ど、国又は都道府県から交付される収入）に分けられ、自主財源の多寡は市町村の財政運営の自

主性、安定性に影響を与えます。 

  自主財源が財源全体に占める割合は、58.4％となりましたが、近年、生活保護負担金などの国

庫支出金や地方交付税が増加しており、依存財源の割合は上昇傾向にあります。 
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（３）市町村税額の状況 

  平成 25 年度の市町村税額は、10,719.6 億円で、前年度に対して 75.7 億円（＋0.7％）増加し

ました。 
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（４）地方交付税額の状況 

  平成 25 年度の地方交付税は、1,626.1 億円で、前年度に対して 71.7 億円（▲4.2％）減少し

ました。 

  なお、平成 23 年度に創設された震災復興特別交付税は、9.7 億円となっています。 

  

 
 

 

－用語解説－ 

地方交付税 
 地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、例えば生活

保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このように、一定の行政水準
を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配分の性格を持っ
ており、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合を財源としています。交付税には、一定

の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交付税」の 2 つがあります。 
普通交付税 
 普通交付税は各団体が標準的な行政運営を行っていくに当たって不足する財源を補うものです。各団体の普通交付税の額は、

その団体の基準財政需要額（その団体の規模・保有施設等に応じた標準的な行政経費）と基準財政収入額（その団体の地方税収
入や地方譲与金等から算出される標準的な収入）との差によって求められます。よって基準財政収入額が基準財政需要額を上回
る団体には普通交付税は交付されません。 

普通交付税算定イメージ図 
 
 

 
 
 

 
特別交付税 
 基準財政需要額に含まれなかった特別の財政需要や基準財政収入額に過大に算入された財政収入、普通交付税の額の算定期日

後に生じた災害等のための特別な財政需要等を考慮して決定されます。 
 
震災復興特別交付税 

 東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分について、通常の特別交付税とは別枠で、被災団体における負担をゼロ
とするよう交付された特別交付税です。 
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３３  歳歳出出  

（１）歳出構造 

  平成 25 年度の歳出は、20,845.9 億円で、前年度に対して 83.2 億円（-3.9％）の減少となり

ました。 

  地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を経済的性質に分類した「性質別分類」と、

歳出を行政目的により分類した「目的別分類」があり、それぞれ以下のグラフのとおりとなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 25% 50% 75% 100%

町 村 計 

（1,611億円） 

市   計 

（2兆846億円） 

県   計 

（2兆2,457億円） 

全国市町村計 

（51兆1,222億円） 

18.5% 

16.3% 

16.5% 

人件費 

14.9% 

14.8% 

23.0% 

22.4% 

扶助費 

20.0% 

8.5% 

9.4% 

9.3% 

公債費 

11.2% 

13.0% 

13.2% 

13.2% 

投資的経費 

14.6% 

15.2% 

14.3% 

14.4% 

物件費 

12.3% 

13.4% 

9.0% 

9.3% 

補助費等 

9.7% 

12.0% 

9.2% 

9.4% 

繰出金 

9.1% 

4.5% 

5.6% 

5.5% 

その他 

8.2% 

性質別歳出決算の構造 
義務的経費 

0% 25% 50% 75% 100%

町 村 計 

（1,611億円） 

市   計 

（2兆846億円） 

県   計 

（2兆2,457億円） 

全国市町村計 

（51兆1,222億円） 

16.2% 

13.4% 

13.6% 

総務費 

12.7% 

30.0% 

37.4% 

36.9% 

民生費 

33.6% 

8.8% 

8.3% 

8.3% 

衛生費 

8.0% 

10.9% 

12.9% 

12.8% 

土木費 

12.5% 

13.2% 

11.4% 

11.5% 

教育費 

10.2% 

8.5% 

9.4% 

9.3% 

公債費 

11.3% 

12.3% 

7.1% 

7.5% 

その他 

11.7% 

目的別歳出決算の構造 

－用語解説－ 
性質別分類 

 歳出を経済的性質によって、人件費、扶助費、物件費、普通建設事業費など、予算や決算の「節」の区分を基準として分類
したものです。なお、経費を「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力
性を見ることができます。 

目的別分類 
 歳出を行政目的によって、「総務費」、「民生費」、「土木費」、「教育費」など、予算や決算の「款」、「項」を基準として分類
したものです。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40 白岡市 

39 ふじみ野市 

38 吉川市 

37 日高市 

36 鶴ヶ島市 

35 幸手市 

34 坂戸市 

33 蓮田市 

32 三郷市 

31 富士見市 

30 八潮市 

29 北本市 

28 久喜市 

27 桶川市 

26 新座市 

25 和光市 

24 志木市 

23 朝霞市 

22 入間市 

21 戸田市 

20 蕨市 

19 越谷市 

18 草加市 

17 上尾市 

16 深谷市 

15 鴻巣市 

14 羽生市 

13 狭山市 

12 春日部市 

11 東松山市 

10 本庄市 

9 加須市 

8 飯能市 

7 所沢市 

6 秩父市 

5 行田市 

4 川口市 

3 熊谷市 

2 川越市 

1 さいたま市 

18.1 

15.8 

17.0 

16.0 

18.9 

15.9 

15.8 

21.1 

16.2 

15.4 

17.9 

16.0 

16.3 

16.6 

13.0 

15.4 

13.6 

16.2 

17.0 

13.7 

16.9 

18.1 

14.9 

19.6 

17.4 

15.7 

14.3 

17.7 

16.6 

14.9 

14.2 

15.5 

17.5 

19.4 

15.6 

16.8 

13.4 

20.2 

16.9 

16.3 

18.6 

23.0 

23.1 

22.4 

19.7 

22.0 

18.4 

19.9 

23.8 

25.2 

20.1 

18.0 

21.1 

22.5 

25.7 

23.8 

22.2 

27.6 

23.5 

24.4 

25.9 

22.9 

22.4 

25.1 

23.6 

17.7 

18.6 

22.4 

24.7 

20.8 

22.8 

20.5 

18.7 

28.2 

17.9 

22.6 

23.3 

23.9 

23.5 

23.0 

10.5 

9.3 

7.6 

7.1 

7.4 

8.2 

7.9 

9.2 

10.0 

9.4 

10.6 

7.6 

12.0 

10.0 

8.2 

7.1 

6.8 

9.0 

7.3 

4.1 

6.8 

10.0 

8.6 

11.4 

8.1 

10.3 

9.0 

7.6 

10.5 

7.6 

8.4 

11.0 

9.2 

7.9 

10.0 

9.5 

7.8 

8.8 

9.9 

11.4 

8.3 

13.0 

7.9 

17.9 

17.7 

11.9 

15.6 

13.3 

14.8 

15.7 

15.3 

25.1 

9.6 

13.2 

14.8 

13.0 

15.0 

4.6 

10.3 

17.8 

13.6 

12.6 

14.4 

12.3 

10.9 

18.7 

15.8 

8.8 

11.5 

14.8 

14.0 

12.4 

16.2 

6.2 

13.2 

14.4 

12.0 

8.9 

13.7 

15.2 

13.1 

16.7 

15.5 

14.2 

11.7 

13.7 

14.3 

11.2 

14.2 

14.0 

13.9 

13.8 

13.8 

14.2 

10.3 

20.0 

14.3 

20.9 

15.9 

16.8 

13.2 

14.6 

14.4 

15.6 

12.1 

13.7 

13.9 

17.1 

14.3 

14.2 

8.6 

14.6 

14.0 

15.2 

14.3 

15.8 

13.3 

12.1 

14.7 

14.3 

14.5 

6.1 

11.5 

9.9 

12.6 

10.8 

7.9 

7.0 

5.1 

9.6 

6.2 

8.7 

13.1 

7.7 

9.3 

7.4 

14.5 

8.6 

9.1 

7.8 

7.9 

6.0 

12.1 

5.6 

8.7 

13.0 

15.8 

9.9 

7.7 

9.8 

15.8 

10.0 

8.0 

11.2 

10.4 

4.7 

15.5 

7.6 

9.4 

5.3 

12.3 

9.2 

11.2 

8.7 

9.6 

11.3 

9.5 

13.3 

9.8 

8.1 

10.9 

8.3 

12.8 

11.5 

9.7 

9.3 

11.6 

10.2 

13.1 

9.0 

12.9 

11.4 

10.5 

8.7 

10.0 

7.6 

9.8 

8.9 

9.4 

11.4 

10.7 

9.0 

10.8 

8.5 

11.0 

14.0 

9.2 

13.9 

7.6 

6.0 

4.6 

6.9 

6.2 

3.8 

2.3 

6.1 

10.6 

5.0 

6.1 

2.5 

5.1 

2.5 

1.3 

4.3 

9.1 

4.1 

2.1 

2.8 

3.9 

6.4 

2.8 

4.4 

2.8 

1.7 

9.0 

3.3 

2.9 

7.6 

5.2 

6.5 

5.6 

7.1 

5.5 

3.4 

7.5 

2.1 

5.5 

4.6 

4.3 

8.4 

市町村別性質別歳出構成比 

扶助費 

（21.6%） 

公債費 

（11.3%） 
投資的経費 
（13.8%） 

物件費 
（12.0%） 

補助費等 
（9.2%） 

繰出金 
（8.9%） 

その他 

（8.2%） 

人件費 

（14.9%） 

※（  ）内は、全国市平均値 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

63 松伏町 

62 杉戸町 

61 宮代町 

60 寄居町 

59 上里町 

58 神川町 

57 美里町 

56 東秩父村 

55 小鹿野町 

54 長瀞町 

53 皆野町 

52 横瀬町 

51 ときがわ町 

50 鳩山町 

49 吉見町 

48 川島町 

47 小川町 

46 嵐山町 

45 滑川町 

44 越生町 

43 毛呂山町 

42 三芳町 

41 伊奈町 

18.4 

20.5 

17.9 

16.1 

11.6 

19.7 

15.1 

15.9 

19.4 

21.4 

16.3 

20.5 

19.8 

15.3 

20.1 

20.7 

21.7 

19.0 

17.1 

22.0 

16.6 

19.0 

23.4 

18.0 

15.8 

15.8 

18.8 

16.1 

9.5 

14.1 

5.2 

10.2 

12.0 

14.7 

10.4 

10.9 

9.0 

12.6 

11.5 

14.7 

15.6 

19.4 

13.3 

16.5 

15.6 

20.1 

8.2 

9.3 

7.1 

9.7 

6.7 

6.2 

4.9 

5.0 

12.5 

9.5 

6.7 

9.5 

8.4 

6.0 

9.2 

8.2 

8.7 

11.4 

10.6 

6.6 

7.0 

9.7 

11.5 

13.2 

8.5 

8.8 

8.3 

18.3 

16.3 

7.3 

29.2 

9.8 

8.6 

14.2 

8.5 

15.7 

33.1 

6.9 

12.2 

13.7 

10.3 

9.1 

12.4 

19.8 

14.8 

6.5 

15.0 

20.6 

14.9 

17.7 

10.2 

13.0 

9.8 

14.9 

19.7 

10.6 

9.8 

18.2 

18.9 

10.3 

18.3 

17.3 

12.8 

12.7 

18.7 

14.4 

10.5 

15.2 

20.5 

12.7 

9.7 

14.0 

13.6 

20.6 

12.8 

29.4 

12.1 

15.8 

24.8 

20.1 

14.6 

14.1 

10.6 

11.9 

12.0 

12.4 

12.9 

14.5 

16.0 

12.4 

9.1 

4.7 

12.4 

12.7 

18.7 

14.4 

8.3 

12.3 

14.1 

9.0 

9.4 

8.8 

10.0 

13.2 

8.5 

9.5 

15.5 

12.7 

12.1 

11.0 

9.9 

14.1 

12.4 

11.3 

10.6 

2.2 

2.9 

2.7 

1.5 

8.3 

10.2 

5.3 

8.7 

3.2 

4.4 

8.2 

5.1 

3.7 

6.3 

5.5 

5.3 

3.9 

7.1 

0.7 

1.2 

4.7 

5.4 

2.7 

扶助費 

（9.4%） 

公債費 

（10.6%） 
投資的経費 
（20.0%） 

物件費 
（14.1%） 

補助費等 

（12.5%） 
繰出金 

（9.9%） 

その他 

（8.4%） 

人件費 

（15.0%） 

※（  ）内は、全国町村平均値 

0% 25% 50% 75% 100%

町 村 計 

（1,611億円） 

市   計 

（2兆846億円） 

県   計 

（2兆2,457億円） 

全国市町村計 

（51兆1,222億円） 

18.5% 

16.3% 

16.5% 

人件費 

14.9% 

14.8% 

23.0% 

22.4% 

扶助費 

20.0% 

8.5% 

9.4% 

9.3% 

公債費 

11.2% 

13.0% 

13.2% 

13.2% 

投資的経費 

14.6% 

15.2% 

14.3% 

14.4% 

物件費 

12.3% 

13.4% 

9.0% 

9.3% 

補助費等 

9.7% 

12.0% 

9.2% 

9.4% 

繰出金 

9.1% 

4.5% 

5.6% 

5.5% 

その他 

8.2% 

【再掲】性質別歳出決算の構造 
義務的経費 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40 白岡市 

39 ふじみ野市 

38 吉川市 

37 日高市 

36 鶴ヶ島市 

35 幸手市 

34 坂戸市 

33 蓮田市 

32 三郷市 

31 富士見市 

30 八潮市 

29 北本市 

28 久喜市 

27 桶川市 

26 新座市 

25 和光市 

24 志木市 

23 朝霞市 

22 入間市 

21 戸田市 

20 蕨市 

19 越谷市 

18 草加市 

17 上尾市 

16 深谷市 

15 鴻巣市 

14 羽生市 

13 狭山市 

12 春日部市 

11 東松山市 

10 本庄市 

9 加須市 

8 飯能市 

7 所沢市 

6 秩父市 

5 行田市 

4 川口市 

3 熊谷市 

2 川越市 

1 さいたま市 

15.1  

15.2  

16.5  

12.2  

11.7  

14.7  

23.7  

16.1  

14.0  

10.8  

11.8  

19.3  

11.7  

15.0  

16.9  

12.5  

12.3  

12.6  

13.0  

17.1  

11.8  

13.4  

11.4  

11.6  

12.6  

12.4  

22.9  

16.9  

11.2  

16.0  

17.4  

13.1  

15.6  

11.3  

16.9  

10.8  

19.6  

11.1  

13.2  

9.6  

34.0  

40.2  

38.8  

36.2  

33.8  

35.9  

31.4  

36.0  

38.3  

43.2  

34.5  

31.6  

36.8  

38.5  

41.9  

39.3  

38.3  

48.1  

40.1  

40.5  

42.9  

38.4  

39.4  

41.3  

38.4  

31.2  

29.5  

38.5  

38.9  

35.5  

35.2  

33.9  

32.7  

45.8  

33.5  

35.7  

35.4  

39.0  

37.6  

35.1  

8.0  

10.2  

7.0  

7.6  

6.3  

7.5  

7.3  

6.5  

5.7  

5.8  

5.9  

5.5  

8.4  

7.4  

5.4  

7.7  

10.3  

7.6  

8.3  

9.2  

7.9  

8.5  

8.1  

8.0  

9.6  

7.3  

7.2  

8.4  

9.2  

9.3  

7.3  

6.8  

8.4  

10.3  

7.1  

9.5  

6.8  

8.3  

8.4  

9.9  

11.2  

7.5  

8.0  

15.9  

13.8  

11.6  

13.0  

9.2  

14.3  

14.0  

19.5  

9.0  

11.0  

12.5  

7.3  

14.5  

7.8  

5.4  

9.0  

14.4  

12.1  

14.1  

16.6  

9.9  

11.7  

14.4  

11.1  

9.6  

11.2  

12.3  

9.4  

10.0  

14.2  

8.6  

10.2  

12.6  

14.3  

12.3  

12.5  

16.5  

11.9  

13.4  

12.6  

13.0  

20.6  

10.3  

10.4  

11.6  

11.4  

12.6  

11.8  

19.1  

11.7  

9.3  

15.4  

12.9  

18.6  

11.8  

15.5  

9.2  

12.2  

8.5  

11.5  

11.5  

9.6  

16.8  

11.5  

11.4  

13.3  

11.9  

11.5  

10.5  

11.3  

9.9  

12.3  

13.9  

11.8  

11.5  

11.4  

9.2  

10.5  

9.3  

7.6  

7.1  

7.4  

8.2  

7.9  

9.2  

10.0  

9.4  

10.6  

7.6  

12.0  

10.0  

8.2  

7.1  

6.8  

9.0  

7.3  

4.1  

6.8  

10.0  

8.6  

11.4  

8.1  

10.3  

9.0  

7.6  

10.5  

7.6  

8.4  

11.0  

9.2  

7.9  

10.0  

9.5  

7.8  

8.8  

9.9  

11.4  

9.3  

4.3  

9.4  

7.9  

6.4  

11.8  

6.3  

11.3  

6.2  

4.1  

5.9  

7.9  

8.3  

7.4  

4.8  

6.1  

5.9  

5.5  

6.8  

5.4  

6.3  

7.0  

4.4  

6.4  

10.0  

7.6  

8.9  

7.7  

5.7  

7.4  

10.8  

14.6  

8.7  

6.2  

9.9  

8.1  

4.3  

9.0  

7.0  

8.3  

市町村目的別歳出構成比 

総務費 
（11.9%） 

民生費 
（35.1%） 

衛生費 
（8.0%） 

土木費 
（12.5%） 

教育費 
（10.1%） 

公債費 

（11.3%） 

その他 

（11.0%） 

※（  ）内は、全国市平均値 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

63 松伏町 

62 杉戸町 

61 宮代町 

60 寄居町 

59 上里町 

58 神川町 

57 美里町 

56 東秩父村 

55 小鹿野町 

54 長瀞町 

53 皆野町 

52 横瀬町 

51 ときがわ町 

50 鳩山町 

49 吉見町 

48 川島町 

47 小川町 

46 嵐山町 

45 滑川町 

44 越生町 

43 毛呂山町 

42 三芳町 

41 伊奈町 

11.2  

12.8  

14.5  

11.4  

15.4  

20.2  

14.4  

23.3  

13.4  

16.9  

13.8  

21.0  

21.5  

19.1  

17.7  

18.9  

19.9  

19.7  

13.6  

19.4  

15.8  

17.1  

15.7  

32.2  

32.1  

33.1  

36.0  

28.3  

24.2  

27.4  

16.3  

29.0  

29.2  

29.9  

25.4  

24.6  

21.4  

29.2  

27.3  

32.0  

26.8  

31.2  

30.4  

29.5  

34.6  

34.6  

8.0  

11.2  

8.3  

11.7  

7.3  

8.2  

8.9  

9.0  

10.5  

7.7  

7.3  

6.6  

9.8  

6.1  

7.2  

9.1  

7.9  

8.2  

8.1  

9.1  

7.2  

9.4  

10.3  

13.8  

9.6  

15.2  

10.0  

7.3  

6.4  

8.2  

12.7  

4.5  

16.2  

16.1  

11.8  

7.6  

11.9  

8.9  

12.9  

7.9  

13.4  

8.3  

9.9  

18.6  

10.8  

10.8  

15.5  

14.6  

11.4  

9.0  

21.5  

15.2  

7.4  

10.3  

15.7  

9.8  

9.6  

11.5  

14.2  

21.6  

12.4  

11.9  

13.5  

9.9  

14.1  

11.1  

12.6  

12.8  

9.6  

8.2  

9.3  

7.1  

9.7  

6.7  

6.2  

4.9  

5.0  

12.5  

9.5  

6.7  

9.5  

8.4  

6.0  

9.2  

8.2  

8.7  

11.4  

10.6  

6.6  

7.0  

9.7  

11.5  

11.2  

10.4  

10.4  

12.1  

13.5  

19.5  

28.7  

23.4  

14.4  

10.7  

16.7  

14.2  

13.9  

13.9  

15.5  

11.7  

10.3  

10.6  

14.0  

13.5  

9.2  

5.5  

7.6  

総務費 
（17.7%） 

民生費 
（23.9%） 

衛生費 
（8.4%） 

土木費 
（12.0%） 

教育費 
（10.9%） 

公債費 
（10.6%） 

その他 
（16.6%） 

※（  ）内は、全国町村平均値 

0% 25% 50% 75% 100%

町 村 計 

（1,611億円） 

市   計 

（2兆846億円） 

県   計 

（2兆2,457億円） 

全国市町村計 

（51兆1,222億円） 

16.2% 

13.4% 

13.6% 

総務費 

12.7% 

30.0% 

37.4% 

36.9% 

民生費 

33.6% 

8.8% 

8.3% 

8.3% 

衛生費 

8.0% 

10.9% 

12.9% 

12.8% 

土木費 

12.5% 

13.2% 

11.4% 

11.5% 

教育費 

10.2% 

8.5% 

9.4% 

9.3% 

公債費 

11.3% 

12.3% 

7.1% 

7.5% 

その他 

11.7% 

【再掲】目的別歳出決算の構造 
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（２）性質別決算額の推移 

 義務的経費は、人件費や公債費の減少により、前年度と比較して 71.8 億円減少（▲0.7％）し、 

1 兆 819.3 億円となりました。 

 投資的経費は、前年度と比較して 223.6 億円増加（＋8.1％）し、2,969.1 億円となり、歳出に占

める割合は、13.2％となりました。 

 

 

3,986 4,323 4,327 4,295 4,271 4,186 4,151 4,055 4,031 3,922 3,697 

1,077 

2,397 2,500 2,626 2,836 2,978 3,245 
4,442 4,800 4,905 5,036 

1,386 

1,913 1,971 2,050 2,117 2,138 2,097 

2,077 2,115 2,064 2,087 
5,375 

3,140 2,799 2,597 2,640 2,747 2,942 

2,683 2,592 2,746 2,969 

6,174 
7,630 7,520 7,394 7,467 7,689 

8,895 
8,087 8,077 8,050 

8,669 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

性質別歳出決算額の推移 

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他 

義
務
的
経

（億円） 

35.9 

44.5 
46.0 

47.3 47.7 47.1 

44.5 

49.5 
50.6 50.2 

48.2 

29.9 

16.2 
14.6 

13.7 13.7 13.9 13.8 

12.6 12.0 12.7 

13.2 

22.2 22.3 22.6 22.7 22.1 
21.2 

19.5 19.0 18.6 18.1 

16.5 

6.0 

12.4 
13.1 

13.8 
14.7 15.1 15.2 

20.8 
22.2 22.6 22.4 

7.7 

9.9 10.3 10.8 11.0 10.8 
9.8 9.7 9.8 9.5 9.3 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

義務的経費・投資的経費の割合の推移 
（％） 

投資的経費 

人件費 扶助費 

公債費 

※（ ）内は、平成25年度全国市町村平均値 

義務的経費 

（46.1%） 

（20.0%） 

（14.9%） 

（14.6%） 

（11.2%） 
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217  
548  568  537  609  669  746  827  903 1,028 1,086 

285  

123  95  70  68  69  65  67  60 
59 57 

268  

907  971  1,110  
1,248  1,288  

1,329  

2,230  
2,385 2,295 2,333 

288  

771  815  
856  

859  
897  

1,047  

1,255  

1,385 1,454 
1,488 

19  

49  
51  

52  
53  

55  

59  

63  

67 
69 

72 

1,077  

2,397  
2,500  

2,626  
2,836  

2,978  

3,245  

4,442  

4,800 
4,905 

5,036 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

扶助費の決算額の推移 

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 教育費等 

（億円） 

894  
680  

799  757  790  
992  1,094  

935  930  1,037  
1,247 

4,337  

2,384  

1,946  
1,784  1,800  1,708  1,806  1,718  1,611  1,680  

1,680 

132  75  55  56  47  47  42  29  31  20  

 

20 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

普通建設事業費の決算額の内訳の推移 

補助事業 単独事業 その他 

（億円） 

－用語解説－ 
義務的経費 
 「人件費」、「扶助費」、「公債費」が該当します。これらは支出が義務づけられた任意に削減できない経費のため、この比率
が大きいほど財政構造が硬直化しているといえます。 

投資的経費 
 「普通建設事業費」、「災害復旧事業費」等が該当します。これらは、支出の効果が資本形成に向けられる経費です、義務的
経費に対して、この比率が大きいほど財政構造の弾力性が高いといえます。 

扶助費 
 社会保障の一環として被扶助者に対して支出される経費です。容易に削減、圧縮できない経費のため、財政構造上この比率
が低いことが望ましいとされています。 

普通建設事業費 
 道路、橋りょう、学校、庁舎等の施設の新増設等の建設事業に要する投資的経費です。 
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（３）目的別決算額の推移 

 民生費は、生活保護費や児童福祉費が増加したことにより、全体で 181.2 億円増加（＋2.2％）し、

歳出総額の 36.9%を占めています。 

 社会保障関係費である民生費と衛生費は年々増加を続け、平成 25 年度歳出決算額は、合計で 1

兆 153.0 億円となりました。これは、20 年前の平成 6 年度（4,684.4 億円）と比べると 5,467 億円

増加しており、歳出総額に占める割合も、平成 6 年度の 26.0％から 45.2％へ 19.2 ポイント増加し

ています。 

 一方、道路や河川、下水道などインフラの新設・更新関係費である土木費は平成 6 年度と比べる

と約半分となっています。 

今後、少子高齢化の進展により社会保障関係費がますます増加することが見込まれ、インフラや

公共施設などの新設・更新の財源をどう確保していくが課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,571  2,708  2,646  2,573  2,633  2,720  
3,439  2,815  2,757  2,645  3,064  

2,824  

4,994  5,172  5,341  5,620  5,835  

6,265  7,522  7,871  8,098  
8,279  

1,862  

1,949  1,857  1,848  1,779  
1,897  

1,838  
1,740  1,838  1,861  

1,874  

4,587  

3,638  3,411  3,265  3,322  
3,243  

3,269  
2,971  2,826  2,954  

2,872  

2,871  

2,569  2,421  2,310  2,321  
2,371  

2,505  2,487  2,506  2,407  
2,593  

1,386  

1,914  1,972  2,050  
2,118  

2,138  

2,098  2,078  2,115  2,065  
2,087  

1,896  

1,631  1,639  1,575  
1,539  

1,533  

1,917  1,732  1,702  1,657  
1,688  

17,997  

19,403  19,117  18,962  
19,332  

19,737  

21,330  21,344  21,614  21,687  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

目的別歳出決算額の推移 

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他 

（億円） （億円） （億円） （億円） （億円） （億円） （億円） （億円） 
22,457 
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2,824  

4,994  5,172  5,341  
5,620  5,835  

6,265  

7,522  
7,871  8,098  8,279  

1,862  

1,949  
1,857  

1,848  
1,779  

1,897  

1,838  

1,740  

1,838  1,861  1,874  

26.0  

35.8  
36.8  

37.9  38.3  
39.2  

38.0  

43.4  
44.9  

45.9  
45.2  

25.5  

18.8  
17.8  17.2  17.2  

16.4  
15.3  

13.9  
13.1  13.6  

12.8  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

社会保障関係経費と土木費の推移 

（億円） （％） 

民生費・衛生

費の割合 

土木費の

割合 

－用語解説－ 
総務費 
 庁舎管理、徴税事務、戸籍・住民基本台帳関係事務、選挙、統計調査などの経費です。 

民生費 
 年金、生活保護、各種福祉手当、各種福祉施設などの経費です。 
衛生費 

 健康診断、予防接種、公害対策、清掃施設などの経費です。 
土木費 
 道路、橋、河川、住宅、公園などの経費です。 

教育費 
 学校教育、社会教育などの経費です。 
公債費 
 借入金の元金・利子などの支払いに充てた経費です。 

(12.5) 

※社会保障関係費＝民生費＋衛生費 

※（ ）内は平成 25 度全国市町村平均値 

(41.6) 
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 ※社会保障関係費＝民生費＋衛生費 

 

78.3  
77.0  

70.0  
86.5  

69.0  
63.5  

85.2  
65.0  

63.0  
69.1  

76.1  
77.1  

74.5  
66.6  

62.1  
75.0  
76.2  
75.9  
76.4  

83.8  
92.6  

75.8  
88.5  

80.4  
73.4  

87.7  
71.5  

67.2  
65.9  

72.8  
77.7  
78.3  

61.2  
66.3  
68.1  

67.0  
70.3  
71.8  

83.5  
56.4  

60.1  
67.6  

58.5  
54.4  
54.0  

49.6  
60.1  

45.9  
49.2  

54.5  
52.7  

44.8  
52.0  
51.9  

56.6  
43.9  

57.0  
47.8  

60.9  
68.1  

59.0  
59.2  
58.6  

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

1 さいたま市 
2 川越市 
3 熊谷市 
4 川口市 
5 行田市 
6 秩父市 
7 所沢市 
8 飯能市 
9 加須市 

10 本庄市 
11 東松山市 
12 春日部市 
13 狭山市 
14 羽生市 
15 鴻巣市 
16 深谷市 
17 上尾市 
18 草加市 
19 越谷市 
20 蕨市 

21 戸田市 
22 入間市 
23 朝霞市 
24 志木市 
25 和光市 
26 新座市 
27 桶川市 
28 久喜市 
29 北本市 
30 八潮市 

31 富士見市 
32 三郷市 
33 蓮田市 
34 坂戸市 
35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 
37 日高市 
38 吉川市 

39 ふじみ野市 
40 白岡市 
41 伊奈町 
42 三芳町 

43 毛呂山町 
44 越生町 
45 滑川町 
46 嵐山町 
47 小川町 
48 川島町 
49 吉見町 
50 鳩山町 

51 ときがわ町 
52 横瀬町 
53 皆野町 
54 長瀞町 

55 小鹿野町 
56 東秩父村 
57 美里町 
58 神川町 
59 上里町 
60 寄居町 
61 宮代町 
62 杉戸町 
63 松伏町 

標準財政規模に占める社会保障関係経費の割合 
（％） 

県平均 74.9% 

市平均  76.5% 

町村平均 57.0% 
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15.5  
13.5  
13.8  

14.7  
13.5  

16.7  
14.3  

13.5  
13.5  

14.6  
13.9  
13.1  
13.2  
13.0  

12.0  
15.6  

12.3  
12.9  
12.7  

16.0  
18.8  

12.6  
14.9  

14.5  
13.2  

15.1  
12.6  

13.2  
11.5  

13.7  
13.9  
14.0  

11.5  
11.5  

12.5  
11.7  

13.3  
12.4  

15.6  
10.2  
10.2  

13.7  
10.8  

12.6  
12.3  

11.3  
11.5  

10.8  
11.0  

12.5  
15.6  

11.5  
14.2  

15.0  
19.0  

18.7  
15.5  

13.2  
11.4  

13.8  
11.1  

10.8  
10.8  

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0

1 さいたま市 
2 川越市 
3 熊谷市 
4 川口市 
5 行田市 
6 秩父市 
7 所沢市 
8 飯能市 
9 加須市 
10 本庄市 

11 東松山市 
12 春日部市 

13 狭山市 
14 羽生市 
15 鴻巣市 
16 深谷市 
17 上尾市 
18 草加市 
19 越谷市 
20 蕨市 

21 戸田市 
22 入間市 
23 朝霞市 
24 志木市 
25 和光市 
26 新座市 
27 桶川市 
28 久喜市 
29 北本市 
30 八潮市 

31 富士見市 
32 三郷市 
33 蓮田市 
34 坂戸市 
35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 
37 日高市 
38 吉川市 

39 ふじみ野市 
40 白岡市 
41 伊奈町 
42 三芳町 

43 毛呂山町 
44 越生町 
45 滑川町 
46 嵐山町 
47 小川町 
48 川島町 
49 吉見町 
50 鳩山町 

51 ときがわ町 
52 横瀬町 
53 皆野町 
54 長瀞町 

55 小鹿野町 
56 東秩父村 

57 美里町 
58 神川町 
59 上里町 
60 寄居町 
61 宮代町 
62 杉戸町 
63 松伏町 

人口１人あたりの社会保障関係経費 

※平成26年1月1日現在の住民基本台帳人口より算出 
（万円） 

県平均 13.9 万円 

市計  14.1 万円 

町村計 12.1 万円 
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４ 財政指標 

（１）経常収支比率 

 

 財政の弾力性を示す経常収支比率は､市町村平均（加重平均）90.

5％となり前年度（90.2％）に比べて､0.3ポイント上昇しました｡ 

 市町村別では、財政運営上注意を要すると言われる 90％を超える

団体数は、23団体となり前年度（23 団体）と同数になりました。 

 

経常収支比率の推移 
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(％) 

 

－用語解説－ 
経常収支比率 

 この比率は、経常一般財源（地方税、交付税等の例年決まって収入される団体が自由に使える財源）が、経常経費（人件費、

扶助費、公債費等の例年決まって支出される経費）に、どの程度充当されているかを表したものであり、財政構造の弾力性を

判断するために用いられます。 

市 町村 計

80.0%未満 0 2 2
80.0%～85.0%未満 6 6 12
85.0%～90.0%未満 19 7 26
90.0%～95.0%未満 15 7 22

95.0%以上 0 1 1

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別経常収支比率 

 

 

94.5 
93.2 

87.1 
93.2 

92.4 
82.2 

94.0 
92.7 

85.5 
84.2 

89.8 
91.0 

93.1 
84.5 

87.4 
85.1 

91.8 
88.2 

88.8 
87.6 

84.5 
90.0 

93.3 
86.7 

88.4 
91.6 

90.7 
91.0 

85.9 
88.5 
88.2 

92.0 
84.3 

88.0 
86.2 

93.6 
88.3 
88.3 

87.2 
84.2 

90.2 
96.4 

85.8 
89.4 

87.2 
84.4 

90.1 
80.8 

86.7 
91.8 

92.1 
87.1 

81.2 
93.3 

80.3 
85.7 

79.9 
79.0 

82.2 
84.3 

93.6 
91.7 

87.5 

70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0

1 さいたま市 

2 川越市 

3 熊谷市 

4 川口市 

5 行田市 

6 秩父市 

7 所沢市 

8 飯能市 

9 加須市 

10 本庄市 

11 東松山市 

12 春日部市 

13 狭山市 

14 羽生市 

15 鴻巣市 

16 深谷市 

17 上尾市 

18 草加市 

19 越谷市 

20 蕨市 

21 戸田市 

22 入間市 

23 朝霞市 

24 志木市 

25 和光市 

26 新座市 

27 桶川市 

28 久喜市 

29 北本市 

30 八潮市 

31 富士見市 

32 三郷市 

33 蓮田市 

34 坂戸市 

35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 

37 日高市 

38 吉川市 

39 ふじみ野市 

40 白岡市 

41 伊奈町 

42 三芳町 

43 毛呂山町 

44 越生町 

45 滑川町 

46 嵐山町 

47 小川町 

48 川島町 

49 吉見町 

50 鳩山町 

51 ときがわ町 

52 横瀬町 

53 皆野町 

54 長瀞町 

55 小鹿野町 

56 東秩父村 

57 美里町 

58 神川町 

59 上里町 

60 寄居町 

61 宮代町 

62 杉戸町 

63 松伏町 

県平均 90.5 

（％） 

市平均  90.7％ 
町村平均 87.5％ 

全国平均 90.2 
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（２）義務的経費比率 

 

 義務的経費比率は､市町村平均（加重平均）48.2％となり前年度

（50.2％）に比べて､2.0 ポイント減少しました。 

 

 

 

義務的経費比率の推移 

 

－用語解説－ 
義務的経費比率 

 義務的経費比率は、歳出総額に占める義務的経費（支出が義務づけられ、任意に削減することができない硬直性が高い経費）
の割合を表すものです。 

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

35.8  

45.0  
46.4  

47.6  48.0  
47.4  

44.9  

50.1  
51.2  50.7  

48.7  

34.2  

41.6  
42.8  

44.7  44.9  44.7  

40.0  

43.4  
44.5  44.2  

41.9  

35.5  

44.5  

46.0  

47.3  47.7  
47.1  

44.5  

49.5  
50.6  

50.2  

48.2  

37.0  

45.8  

47.0  
47.6  

48.3  48.2  

45.2  
48.2  48.6  

47.1  
46.2  

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均 

(％) 

 

市 町村 計
35.0%未満 0 4 4

35.0%～40.0%未満 0 3 3
40.0%～45.0%未満 9 11 20
45.0%～50.0%未満 21 4 25
50.0%～55.0%未満 8 1 9
55.0%以上 2 0 2

40 23 63

凡例
団体数

合計



26 

 

市町村別義務的経費比率 

 
 

50.7 
50.4 

52.9 
44.5 

48.9 
43.5 

55.5 
45.4 

46.9 
45.4 

43.4 
51.9 

47.7 
41.9 

43.7 
49.1 

56.1 
45.9 

51.0 
49.6 

42.2 
47.7 

52.8 
42.6 

46.3 
46.9 

49.1 
49.4 

41.6 
48.6 

50.0 
50.1 

50.2 
42.1 

46.1 
46.0 

45.5 
47.7 

48.1 
47.2 

55.0 
44.3 

40.1 
41.9 

47.1 
46.0 

45.1 
40.4 

41.8 
30.3 

39.1 
40.5 

37.7 
42.8 

42.1 

34.0 
35.4 

34.4 
44.6 

40.8 
45.6 

44.5 

30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0

1 さいたま市 
2 川越市 
3 熊谷市 
4 川口市 

5 行田市 
6 秩父市 

7 所沢市 
8 飯能市 

9 加須市 
10 本庄市 

11 東松山市 
12 春日部市 
13 狭山市 
14 羽生市 

15 鴻巣市 
16 深谷市 

17 上尾市 
18 草加市 

19 越谷市 
20 蕨市 

21 戸田市 
22 入間市 
23 朝霞市 
24 志木市 

25 和光市 
26 新座市 

27 桶川市 
28 久喜市 

29 北本市 
30 八潮市 

31 富士見市 
32 三郷市 
33 蓮田市 
34 坂戸市 

35 幸手市 
36 鶴ヶ島市 

37 日高市 
38 吉川市 

39 ふじみ野市 
40 白岡市 
41 伊奈町 
42 三芳町 

43 毛呂山町 
44 越生町 

45 滑川町 
46 嵐山町 

47 小川町 
48 川島町 

49 吉見町 
50 鳩山町 

51 ときがわ町 
52 横瀬町 
53 皆野町 
54 長瀞町 

55 小鹿野町 
56 東秩父村 

57 美里町 
58 神川町 

59 上里町 
60 寄居町 
61 宮代町 
62 杉戸町 

63 松伏町 

県平均 48.2% 

全国平均 46.2% 

（％） 

市平均  48.7％ 
町村平均 41.9％ 
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（３）公債費負担比率 

 

 

 公債費負担比率は、市町村平均（加重平均）12.6％と 

なり前年度と同数になりました｡ 

 

 警戒ラインとされる 15.0％以上となった団体は 3 団体、危険

ラインとされる 20.0％以上の団体はありませんでした。 

 

公債費負担比率の推移 

 

－用語解説－ 
公債費負担比率 
 地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指数の一つで、公債費に充当された一般財源の一般財源総額
に対する割合です。 

 

9.5  

12.1  
12.6  

12.9  
13.4  13.4  

13.3  
12.8  

13.2  
12.8  12.7  

10.3  

12.0  
12.3  

13.0  
13.2  

12.8  

11.8  

11.3  
11.0  

10.6  
10.4  

9.6  

12.1  
12.5  

12.9  
13.4  

13.4  

13.2  
12.7  13.0  

12.6  12.6  

11.6  

17.1  17.3  
17.5  

17.9  17.8  

17.1  
16.7  16.6  

15.5  
15.1  

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均 

(％) 

 

市 町村 計
5.0%未満 0 0 0

5.0%～10.0%未満 9 9 18
10.0%～15.0%未満 28 14 42
15.0%～20.0%未満 3 0 3
20.0%以上 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別公債費負担比率 

 

 

16.8 
14.0 

11.0 
11.3 
11.7 

12.5 
10.2 

11.7 
13.9 

10.8 
9.8 

14.6 
9.2 

13.1 
14.3 

10.2 
15.1 

11.3 
13.5 

8.6 
5.8 

9.7 
11.8 

9.0 
9.2 

11.3 
13.5 
15.6 

11.5 
13.4 

13.0 
13.8 

10.6 
10.4 
10.2 
10.2 

9.3 
10.0 

12.7 
12.6 

13.6 
12.3 

9.0 
7.8 

12.4 
12.5 

10.3 
9.3 

10.6 
10.1 

10.9 
10.8 

8.4 
10.9 

14.4 
6.5 

5.5 
6.8 

8.9 
11.3 

8.7 
11.4 

10.3 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0

1 さいたま市 
2 川越市 
3 熊谷市 
4 川口市 
5 行田市 
6 秩父市 
7 所沢市 
8 飯能市 
9 加須市 

10 本庄市 
11 東松山市 
12 春日部市 

13 狭山市 
14 羽生市 
15 鴻巣市 
16 深谷市 
17 上尾市 
18 草加市 
19 越谷市 
20 蕨市 

21 戸田市 
22 入間市 
23 朝霞市 
24 志木市 
25 和光市 
26 新座市 
27 桶川市 
28 久喜市 
29 北本市 
30 八潮市 

31 富士見市 
32 三郷市 
33 蓮田市 
34 坂戸市 
35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 
37 日高市 
38 吉川市 

39 ふじみ野市 
40 白岡市 
41 伊奈町 
42 三芳町 

43 毛呂山町 
44 越生町 
45 滑川町 
46 嵐山町 
47 小川町 
48 川島町 
49 吉見町 
50 鳩山町 

51 ときがわ町 
52 横瀬町 
53 皆野町 
54 長瀞町 

55 小鹿野町 
56 東秩父村 

57 美里町 
58 神川町 
59 上里町 
60 寄居町 
61 宮代町 
62 杉戸町 
63 松伏町 

県平均 
12.6 

全国平均 
15.1 

（％） 

市平均  12.7％ 
町村平均 10.4％ 
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（４）健全化判断比率 

 健全化判断比率は、各市町村において「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき

算出、公表することとされており、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、｢実質公債費比率｣、

「将来負担比率」の４つの指標の総称です。県内市町村の各指標の状況については以下のとおり

です。 

 

（４）－１ 実質赤字比率（早期健全化基準 11.25～15％、財政再生基準 20％） 

 実質赤字が発生している市町村はありませんでした。 

 

（４）－２ 連結実質赤字比率（早期健全化基準 16.25～15％、財政再生基準 30％） 

 連結実質赤字が発生している市町村はありませんでした。 

 

 

－用語解説－ 
実質赤字比率 
 一般会計の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。 

 この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。 
 
 

 
 
連結実質赤字比率 

 全会計の赤字が、一般会計等の標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。 
 この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。 

 

 
 

 

実質公債費比率 
 一般会計等が単年度で返済する必要のある借入金の返済額が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。 
 この比率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、新たな政策への予算配分が困難になるなど、行財政運営の自由度が下がる

ことになります。 
 
 

 
 

  ※準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。 

 
将来負担比率 
 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、その標準的な年間収入の何倍であるかを示すものです。 

 この比率が高くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が高くなります。 

 
早期健全化基準 
 自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準。 

 ４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のうち１つでも基準値に達する
と、「財政健全化計画」を策定しなければなりません。 
 

財政再生基準 
 健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準。 
 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のうち１つでも基準値に達すると、「財政再生計画」を策定しなければな

りません。 
 
  

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額  

標準財政規模  

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額  

標準財政規模  

 
実質公債費比率 ＝ 
(３か年平均) 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  

 
将来負担比率 ＝ 
 

将来負担額－ 

（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  
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（４）－３ 実質公債費比率（早期健全化基準：25％、財政再生基準：35％） 

 

 実質公債費比率は、市町村平均（加重平均）6.1％と、前

年度（6.6％）に比べて 0.5 ポイント低下しました。 

 なお、起債許可となる 18％以上となった団体はありませ

んでした。 

 

 

（４）－４ 将来負担比率（早期健全化基準：350％、政令指定都市は 400％） 

 

 

 将来負担比率は、市町村平均（加重平均）34.2％とな

り前年度（41.4％）に比べ 7.2 ポイント低下しました。 

 なお、早期健全化基準以上となった団体はありません

でした。 

 

市 町村 計
5.0%未満 20 5 25

5.0%～10.0%未満 18 13 31
10.0%～15.0%未満 2 5 7
15.0%～18.0%未満 0 0 0
18.0%～25.0%未満 0 0 0
25.0%以上 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計

市 町村 計
50.0%未満 31 10 41
50.0%～100.0%未満 7 11 18
100.0%～150.0%未満 2 2 4
150.0%～200.0%未満 0 0 0
200.0%～350.0%未満 0 0 0
350.0%以上 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別実質公債費比率 市町村別将来負担比率 

25.7 
64.0 

- 
44.8 

38.1 
32.5 

7.6 
18.0 
14.7 
16.5 
15.6 

35.1 
8.1 

102.8 
25.5 

0.0 
46.4 

34.4 
74.4 

19.4 
44.7 

9.2 
46.8 

- 
41.4 
53.6 

18.3 
67.3 

33.3 
126.3 

2.3 
60.7 

20.5 
50.6 

10.7 
23.1 

0.0 
57.9 

- 
9.1 

77.1 
83.9 

52.3 
27.6 

102.6 
81.0 

57.9 
5.2 

66.4 
60.0 

77.2 
46.4 

33.3 
128.2 

32.9 
- 

73.9 
9.6 

34.5 
70.2 

43.1 
19.3 

71.5 

0.0 50.0 100.0 150.0

1 さいたま市 
2 川越市 
3 熊谷市 
4 川口市 
5 行田市 
6 秩父市 
7 所沢市 
8 飯能市 
9 加須市 

10 本庄市 
11 東松山市 
12 春日部市 
13 狭山市 
14 羽生市 
15 鴻巣市 
16 深谷市 
17 上尾市 
18 草加市 
19 越谷市 

20 蕨市 
21 戸田市 
22 入間市 
23 朝霞市 
24 志木市 
25 和光市 
26 新座市 
27 桶川市 
28 久喜市 
29 北本市 
30 八潮市 

31 富士見市 
32 三郷市 
33 蓮田市 
34 坂戸市 
35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 
37 日高市 
38 吉川市 
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42 三芳町 
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45 滑川町 
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47 小川町 
48 川島町 
49 吉見町 
50 鳩山町 

51 ときがわ町 
52 横瀬町 
53 皆野町 
54 長瀞町 

55 小鹿野町 
56 東秩父村 
57 美里町 
58 神川町 
59 上里町 
60 寄居町 
61 宮代町 
62 杉戸町 
63 松伏町 
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5 行田市 
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7 所沢市 
8 飯能市 
9 加須市 

10 本庄市 
11 東松山市 
12 春日部市 

13 狭山市 
14 羽生市 
15 鴻巣市 
16 深谷市 
17 上尾市 
18 草加市 
19 越谷市 
20 蕨市 

21 戸田市 
22 入間市 
23 朝霞市 
24 志木市 
25 和光市 
26 新座市 
27 桶川市 
28 久喜市 
29 北本市 
30 八潮市 

31 富士見市 
32 三郷市 
33 蓮田市 
34 坂戸市 
35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 
37 日高市 
38 吉川市 

39 ふじみ野市 
40 白岡市 
41 伊奈町 
42 三芳町 

43 毛呂山町 
44 越生町 
45 滑川町 
46 嵐山町 
47 小川町 
48 川島町 
49 吉見町 
50 鳩山町 

51 ときがわ町 
52 横瀬町 
53 皆野町 
54 長瀞町 

55 小鹿野町 
56 東秩父村 

57 美里町 
58 神川町 
59 上里町 
60 寄居町 
61 宮代町 
62 杉戸町 
63 松伏町 

全国平均

8.6% 

% 

市平均   5.9% 
町村平均  7.7% 

県平均 6.1% 

市平均   32.4% 
町村平均  53.7% 

全国平均

51.0% 

県平均34.2% 

（％） （％） 
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（５）財政力指数 

 

 

財政基盤の強さを示す指標である財政力指数（平成 23～平成 25年度

の平均）は、市町村平均（単純平均）0.77と前年度（0.77）と同数に

なりました。 

 

 

財政力指数の推移 

 

 

－用語解説－ 
財政力指数 
 標準的な行政活動を行う財源をどのくらい自力で調達できるかを示した指標で、財政力指数が大きいほど財政力が強いとみる
ことができます。通常過去３カ年の平均をいいます。 

 原則、単年度で「１」以上の市町村には、普通交付税は交付されません。 
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0.93  0.95  0.94  
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0.72  

0.78  
0.81  

0.84  
0.86  0.86  

0.83  
0.80  

0.77  0.77  

0.41  

0.47  

0.52  

0.53  0.55  
0.56  0.55  

0.53  
0.51  

0.49  
0.49  

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

平成6 17 18 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均 

市 町村 計
1.0%以上 2 1 3

0.8%～1.0%未満 25 2 27
0.6%～0.8%未満 12 12 24
0.4%～0.6%未満 1 6 7
0.2%～0.4%未満 0 2 2
0.2%未満 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別財政力指数 
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0.62 

0.61 
0.52 

0.54 
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0.76 
0.54 

0.77 
0.73 

0.62 
0.74 
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13 狭山市 

14 羽生市 

15 鴻巣市 

16 深谷市 

17 上尾市 

18 草加市 

19 越谷市 

20 蕨市 

21 戸田市 

22 入間市 

23 朝霞市 

24 志木市 

25 和光市 

26 新座市 

27 桶川市 

28 久喜市 

29 北本市 

30 八潮市 

31 富士見市 

32 三郷市 

33 蓮田市 

34 坂戸市 

35 幸手市 

36 鶴ヶ島市 

37 日高市 

38 吉川市 

39 ふじみ野市 

40 白岡町 

41 伊奈町 

42 三芳町 

43 毛呂山町 

44 越生町 
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46 嵐山町 

47 小川町 

48 川島町 

49 吉見町 

50 鳩山町 

51 ときがわ町 

52 横瀬町 

53 皆野町 

54 長瀞町 

55 小鹿野町 

56 東秩父村 

57 美里町 

58 神川町 

59 上里町 

60 寄居町 

61 宮代町 

62 杉戸町 

63 松伏町 

 県平均 0.77 

全国平均 0.49 

市平均  0.85 
町村平均 0.63 
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５５  将将来来ににわわたたるる財財政政負負担担のの状状況況  

（１）地方債現在高 

 地方債の平成 25 年度末現在高は、713.4 億円増加し（＋3.7％）し、1 兆 9,915.8 億円となりまし

た。なお、臨時財政対策債を除いた地方債残高は、72.1 億円増加（＋0.7％）し、1 兆 885.1 億円と

なりました。 

 

 

12,240  

15,150  14,736  14,102  13,331  12,635  12,314  11,695  11,190  10,813  
10,885  

3,235  3,955  4,557  
5,019  

5,386  6,028  6,981  7,682  8,389  9,031  

12,460  

18,386  18,691  18,659  18,351  18,022  18,341  18,676  18,873  19,202  
19,916  

108.4  

155.4  156.3  
152.4  

147.0  

137.2  139.3  141.3  140.8  143.3  
147.0  
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0

5,000
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20,000

25,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

地方債現在高と標準財政規模に対する地方債現在高の割合の推移 

臨時財政対策債を除く地方債現在高 臨時財政対策債現在高 地方債現在高／標準財政規模 

（億円） （％） 

標準財政規模に対する地方債現在高の割合 

2,292 2,205 

1,827 

1,631 
1,461 1,482 

2,076 

2,126 

2,036 2,171 

2,574 

1,386 

1,913 
1,971 2,050 

2,117 

2,138 2,097 

2,077 2,115 2,065 

2,087 

12.2 
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9.1 

8.2 

7.2 7.1 

9.3 9.5 
9.0 

9.5 

10.9 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成6 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年度 

地方債の借入額と公債費の推移 

借入額 公債費 地方債／歳入総額 

（％） 
（億円） 

歳入に占める地方債の割合 

－用語解説－ 
標準財政規模 
 国庫補助金や地方債などの特定財源は各年度によりばらつきがあるため、これらを除いた、地方税や普通交付税など経常的
に収入される一般財源の標準的な大きさを表すものです。 

臨時財政対策債 
 地方一般財源の不足に対処するために特例として発行される地方債で、地方交付税制度にて標準的に保障されるべき地方一
般財源の規模を基本に、団体ごとの発行可能額が算定されます。 
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（２）積立基金 

 平成 25 年度末の基金残高は、230.8 億円増加（＋8.3％）し、3,305.3 億円となりました。 

 また、財政調整基金残高の標準的な 1 年間の収入に対する割合を表す財政調整基金比率は、11.7％

と前年度から 0.9 ポイント上昇しています。 
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積立基金現在高の推移 

財政調整基金 減災基金 その他特定目的基金 財政調整基金の当該年度末残高／標準財政規模 

（億円） （％） 

－用語解説－ 
財政調整基金 
 年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期せぬ税収減や災害発生等の支出増加等への備えと
なるものです。 

減債基金 
 地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取り崩されま
す。 

特定目的基金 
 特定の目的（公共施設の整備、市民活動の推進、スポーツ振興など）のための財産の維持または資金の積立の性質を持つ基
金です。この基金は、設置された目的のためでなければ処分することができません。 

財政調整基金比率 
 財政調整基金残高の、標準的な 1 年間の収入である標準財政規模に対する割合を表すものです。 
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（３）将来にわたる財政負担 

 平成 25 年度末における将来にわたる財政負担額（※）は、2 兆 769.0 億円となり、前年度と比べ

て 291.9 億円減少（＋0.5％）しましたが、依然として標準財政規模の約 1.5 倍もの負担をかかえて

おり、今後も財政構造の硬直化が懸念されます。 
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（％） 

12,460 
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（億円） 将来にわたる財政負担額 

－用語解説－ 
債務負担行為 

 歳出予算の金額、継続費の総額または繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務を負担する
行為につき、その行為の内容を予算として定めておくもので、将来の支出を伴うものです。 

※将来にわたる財政負担額＝地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高 
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第第２２編編  公公営営企企業業  

１１  地地方方公公営営企企業業のの事事業業数数    

地方公営企業の事業数は、227 事業となっています。 

事業別においては、下水道事業が最も大きな割合を占めており、以下、水道事業、宅地造成事業の

順となっています。 

 

２２  決決算算規規模模のの推推移移  

決算規模は、4,185 億円で、事業別では、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、

病院事業、宅地造成事業の順となっています。 
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【合計】 
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３３  他他会会計計繰繰入入金金のの推推移移  

  他会計繰入金の総額は、776億円で、近年減少傾向にあります。基準内繰入金は、437億円で、基 

 準外繰入金は、340億円となっています。 
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（億円） （％） 
繰入金総額に対する 

基準外繰入金の割合 

－用語解説－ 
他会計繰入金 
 一般会計等の他会計から負担、補助、出資等の方法により繰り入れられるものです。 

基準内繰入金 
 基準内繰入金は、受益者負担の原則になじまない経費に対し、総務省が定めた基準に基づいて繰り入れられるものです。具
体的には、水道事業における消火栓設置経費や、下水道事業における雨水処理経費などがあります。 

基準外繰入金 
 主に赤字補てんなどを目的として繰り入れられるものです。 
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４４  経経営営状状況況  

経営状況は、全体としては 232 億円の黒字となっています。事業別にみると、水道事業、下水道事

業及び宅地造成事業などは黒字で推移しています。また、病院事業は近年赤字が続いていましたが、

平成 22 年度からは黒字に転じています。 
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（簡水含む） 
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赤字 3事業 
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宅地造成 
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【黒字合計】 

225 194 176 203 173 173 146 

0 0 0 0 

【赤字合計】 

▲10 ▲34 ▲35 ▲34 ▲32 ▲20 ▲1 

（億円） 
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５５  主主要要事事業業のの経経営営指指標標  

（１）経常収支比率【水道事業】 

 

            ※ 全国平均は、平成 24 年度数値で、法適用簡易水道事業を含む 
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春日部市 
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坂戸、鶴ケ島水道企業団 
皆野・長瀞上下水道組合 

(％) 

県平均(111.3) 全国平均(108.9) 

－用語解説－ 
経常収支比率 
 経常収支比率は経常費用に対する経常利益の割合を表すもので、この数値が 100%を超える場合は単年度黒字を、100%未満の

場合は単年度赤字を表すことになります。特別損益が除かれているため、企業の経常的な活動における収益性を表すものとい
えます。 
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（２）経常収支比率【病院事業】 

 

※ 全国平均は、平成 24 年度数値 

（３）経常収支比率【下水道事業（法適用）】 

 

※ 全国平均は、平成 24 年度数値 
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103.5  

107.3  
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未供用  

101.4  
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特定環境保全公共下水道 
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農業集落排水施設 

日高市 

(％) 

県平均(101.2) 全国平均(105.0) 

県平均(104.6) 全国平均(96.5) 

全国平均(92.6) 

－用語解説－ 
法適用事業・法非適用事業 
 法適用事業とは、地方公営企業法を適用し、企業会計（複式簿記）によって経理が行われている事業をいいます。 

 法非適用事業とは、同法を適用せず、官公庁会計（単式簿記）によって経理が行われている事業をいいます。 
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（４）料金回収率【水道事業】 

 

            ※ 全国平均は、平成 24 年度数値で、法適用簡易水道事業を含む 
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(％) 

県平均(101.2) 全国平均(99.1) 

－用語解説－ 
料金・経費回収率、医業収支比率 
 水道水の配水や医療業務、下水道の汚水処理など本来業務に要した経費を、料金・使用料、医業収入でどの程度まかなえて

いるかを示した指標です。 
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（５）医業収支比率【病院事業】 

 

※ 全国平均は、平成 24 年度数値 

（６）経費回収率【下水道事業（法適用）】 

 

 

 

※ 全国平均は、平成 24 年度数値 
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（７）経費回収率【下水道事業（公共下水道事業・法非適用）】 

 

※ 全国平均は、平成 24 年度数値 
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（８）経費回収率【下水道事業（その他・法非適用）】 

 

 

  

※ 全国平均は、平成 24 年度数値 
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